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目標 ６－２

令和 8年 9月

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

547,888 689,655 797,054 816,779 - － －

682,827 789,163 808,693 集計中 － － －

- 22 27 32 37 42 47

17 18 19 19 － － －

671,354 672,510 667,434 663,493 - - -

672,510 667,434 663,493 集計中 － － －

4,883 9,520 12,727 13,797 - － －

9,426 12,601 13,660 14,815 － － －

－ － － 667万人 - - -

－ 585万人 844万人 988万人 － － －

6994 6994 6994 6994 - - -

3373 4147 3815 集計中 － － －

- 40 45 50 － － －

32 41 37 57 － － －

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標
安全で快適な自然とのふれあいの場を提供しつつ、ふれあい活動をサポートする人材を育成することでエコツーリズムを推進し、自然とのふれあいの質の向上を図る。ま
た、貴重な自然資源である温泉の保護と適正な利用を図る。

政策体系上の
位置付け

６．人と自然のふれあいの推進

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）第３部等
生物多様性国家戦略2023-2030（令和５年３月31日閣議決定）第１部等
新時代のインバウンド拡大アクションプラン（令和５年５月30日観光立国推進閣僚会議決定）
骨太の方針2025（令和７年６月13日閣議決定）第2章
観光立国推進基本計画（令和８年３月27日閣議決定）第３章
地方創成2.0基本構想（令和７年６月13日閣議決定）第３章

（環境省

施策名 自然資源の適切な利用 担当部局名

自然環境局
国立公園課
国立公園利用推進室
自然環境整備課
総務課国民公園室

施策の概要
豊かな自然とのふれあいや休養などの国民のニーズに応えるため、持続可能な自然資源の保全を図りつつ、安全で快適な自然とのふれあいの場の提供やふれあい活動を
サポートする人材の育成を行う。

政策評価実施予定時期 政策評価実施時期

温泉資源が保護され、適正に利用されているかは自然の産物である「温泉の自噴湧出量」を把握することで定量的に把握することが可能とな
るため。

△

4
国民公園等
年間利用者
数（千人）

- -
前年度実
績値比１%

増
- 旧皇室園地として日本の歴史・伝統に触れつつ、緑や庭園を手軽に楽しめる場を提供するため、国民公園等の年間利用者数を評価する。 ○

3
温泉の自噴
湧出量（L/
分）

651,265 S45年度
前年度の
水準を
維持

-

自然とのふれあいの機会の提供に関するアウトカムとして、自然公園の年間利用者数を評価する。 ○

2

エコツーリズ
ム推進法に基
づく全体構想
の認定を受け
た地域を１以
上有する都道
府県数

- H20年度 47 R10年度
全体構想の認定数が増加することは、エコツーリズムの推進に直接的に結びつき、自然と人の共生について国民の意識の向上を図ることに
繋がる。

×

1

自然公園の
年間利用者
数の推移（千
人）※暦年

- -
前年度実
績値比１%

増
-

被災地を南北に繋ぎ交流を深めるため設定した、総延長約1,000kmの長距離自然歩道「みちのく潮風トレイル」（以下「トレイル」）を歩く者が増
えることは、地域内外の交流を生み、地域の活性化にも資すると考えられる。歩く者の増減傾向を把握する測定指標として、トレイルの踏破者
の申し出に対し、一部市町村が構成する協議会が実施している「踏破認定制度」における認定証の年間発行数を指標とした。
　平成30年までは踏破認定の対象が一部の区間のみであったが、令和元年度の全線開通に伴い、全線踏破を対象とした新たな踏破認定制
度を創設した。以降、コロナ禍の状況もあり認定証の年間発行数が減少したため、新たな制度創設及びコロナ禍前である平成30年度の数値
を目標値として設定した。

○7

みちのく潮風
トレイル踏破
認定証の発
行数（人）

50 H30年度 50 R7年度

政府の「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づき実施している「国立公園満喫プロジェクト」において、新型コロナウイルス感染拡大を踏ま
え国内外利用者をコロナ影響前の水準に回復することを令和７年までの目標として設定している。

○

6

三陸復興国
立公園（平成
24年度までは
陸中海岸国
立公園）の利
用者数（千
人）

458 H23年度 6994 R7年度
　三陸復興国立公園の創設を始めとする様々な取組によって、当該公園を訪れる者が増加することは、観光拠点の復旧・復興が進んでいると
考えられることから、測定指標として「三陸復興国立公園利用者数」を選定した。なお、目標値は、元々令和2年度が目標年度であったが、コロ
ナ禍の事情を踏まえ、令和７年度目標として、利用者数を震災以前の水準（6,994千人以上）にすることとしている。

×

5
国立公園訪
日外国人利
用者数

490万人 H27年度 667万人 R7年度



(1)

国立公園等
利用等推進
事業費

1,2,5 004894 (5) － － － (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2)
自然公園等
事業費等
（平成6年度）

4,5 004921 (6) － － － (10) － － － (14) － － － (18) － － －

(3)

温泉の保護
及び安全・適
正利用推進
事業
（平成18年
度）

3 004920 (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4)

国民公園等
魅力向上推
進事業
（令和2年度）

4 004924 (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

【測定指標】

評
価
結
果

（各行政機関共通区分） ③相当程度進展あり

測定指標２エコツーリズム推進法の規定に基づく全体構想の認定数については、全体構想の策定に向けた地域内調整に時間を要していること等が考えられる。
測定指標３:日本国内全体の温泉の自噴湧出量に急激な減少はみられず、適切に温泉資源の保護が図られていると認識している。
測定指標６:当該事業において、三陸地域の重要な観光資源である三陸復興国立公園（旧陸中海岸国立公園）の主要な利用拠点等の施設を復旧し、公園の利用者数も増大していることから、施策の方向性は妥当であると考えられる。一方で、インバウンド旅行者含めコロナ禍の影響により
減少した利用者数の回復が他地域に比べて遅れていることが要因であると考えられる。

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）

測定指標１自然公園の年間利用者数の推移、測定指標４国民公園等年間利用者数、測定指標５国立公園訪日外国人利用者数及び測定指標７みちのく潮風トレイル踏破認定証の発行数（人）については目標を達成。（指標１については、R'実績値集
計中のため、R6実績値にて判断）
測定指標３温泉の自噴湧出量については、令和７年度は集計中だが、令和６年度はおおむね前年度の水準を維持、測定指標２エコツーリズム推進法の規定に基づく全体構想の認定数及び測定指標６三陸復興国立公園（平成24年度までは陸中海岸
国立公園）の利用者数については目標数値を下回っているものの、他の指標においては目標を上回って推移していることから、相当程度進展ありと判断。

＜安全で快適な自然とのふれあいの場の提供＞
・国立公園満喫プロジェクト2026年以降の取組方針を踏まえ、持続可能な自然資源の保全を図りつつ、安全で快適な自然とのふれあいの場の提供に向けて、引き続き目標を推進する。
＜エコツーリズムの推進＞
・エコツーリズム推進基本方針（令和８年３月31日閣議決定）や第５次観光立国推進基本計画に基づき、持続可能な観光地域づくりの実現等に向けて、引き続き目標を推進する。

＜自然公園の年間利用者数の推移＞
・自然公園法に基づく自然公園全体で自然ふれあい活動の推進を行っていくために適切な指標であり、次年度も継続して設定する。

＜エコツーリズム推進法に基づく全体構想の認定を受けた地域を１以上有する都道府県数＞
・全国におけるエコツーリズムの推進を行っていくために適切な指標であり、次年度以降も継続して設定する。

＜温泉の自噴湧出量＞
・温泉の自噴湧出量が前年度水準をおおむね維持していることをもって、温泉法の適正な運用により温泉資源が保護されていることを定量的に確認できることから、引き続き温泉の自噴湧出量の維持を目標とする。

＜国民公園等年間利用者数＞
・国民公園等の利用を推進するために適切な指標であり、引き続き利用者数前年度実績比１％増を目標とする。

＜国立公園訪日外国人利用者数＞
政府目標（２０３０年訪日外国人旅行者数6,000万人）を踏まえた次期目標については、第５次観光立国推進基本計画を踏まえ新たに設定する。
 
 ＜三陸復興国立公園（平成24年度までは陸中海岸国立公園）の利用者数＞
・三陸復興国立公園の主な取組であり、より質的にも地域活性化に寄与する、みちのく潮風トレイルの利用者数が、復旧・復興の指標として設定されているため、今後は当該指標で評価を行うこととし、令和8年度以降、三陸復興国立公園の利用者数は
指標として設定しない。

＜みちのく潮風トレイル踏破認定証の発行数（人）＞
・自然公園法に基づく自然公園全体で自然ふれあい活動の推進を行っていくために適切な指標であり、コロナ禍以前の発行数を元に設定した目標値を達したことから、令和８年度以降は「前年度実績値比10%増」を新たに目標として設定する。



政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

自然公園等利用者数調

学識経験を有する者
の知見の活用

＜参考：施策の実施における活用状況＞
国立公園満喫プロジェクト有識者会議において、国立公園の利用者数や取組内容について報告するとともに、出された意見を施
策に反映している。

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

・国民の保健、休養及び教化に資するとともに、生物多様性の確保に寄与するため、自然資源や景観の保全をしつつ、自然公園
を自然ふれあいの場所として提供し、ふれあい活動をサポートする人材を育成することでエコツーリズムを推進し、自然とのふれ
あいの質の向上を図った。これらは、目標３番「すべての人に健康と福祉を」、14番「海の豊かさを守ろう」及び15番「陸の豊かさを
守ろう」への達成に貢献できた。

【副次的効果が期待される目標】

自然公園では、山や里、川、海などをフィールドとした、自然ふれあいプログラムの実施し、自然環境調査、外来生物駆除など、こ
どもパークレンジャーとしての仕事体験の機会を提供している。このことは、親も含めた目標４番「質の高い教育をみんなに」の達
成に貢献できた。


